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男女雇用機会均等法12条、13条により、事業主は妊娠中・出産後の女性労
働者が保健指導・健康診査を受けるために必要な時間を確保し、医師等によ
る指導事項を守ることができるよう必要な措置を講じることが平成10年4月か
ら義務付けられているところです。

そのため、妊娠中及び出産後の女性が、健康診査等の結果、医師等からそ
の症状等について指導を受け、それを事業主に申し出た場合、事業主は医師
等の指導に基づき、その女性労働者が指導事項を守ることができるよう、作
業の制限、勤務時間の短縮、休業等の措置を講じることが義務となっていま
す。

勤務時間の短縮や休業により、実際に働かなかった時間分の賃金支払い義
務まではありませんが、労使で話し合って賃金支払いの有無について決定す
ることが望ましいものです。
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事業主において、女性労働者が医師等の指導事項を守ることができるよう
講じなければならない措置については、法に基づく指針で詳細が定められて
おりますが、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、同指針が改正され、
令和2年5月7日から令和4年1月31日までを適用期間として、新型コロナウイ
ルスの感染症への感染のおそれに関する心理的なストレスが母体又は胎児の
健康保持に影響があるとして、医師等から指導を受け、それを事業主に申し
出た場合についても、事業主において医師等の指導に基づき必要な措置を講
じなければならないこととなっております。

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うこれら時限措置は、令和4年
1月31日までとされておりますが、令和4年1月7日、労働政策審議会雇用環
境・均等分科会において、この措置の適用期間を令和4年3月31日まで延長す
る指針の改正案について諮問を行い、承認する旨の答申が出されていること
から、今後指針の改正手続きが進められる予定と聞いておりますことをお知
らせします。
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また、新型コロナウイルス感染症への感染のおそれに関する心理的なスト
レス等に関して医師の指導に基づき勤務しなかった日又は時間分の賃金支払
い義務がないことは他の母性健康管理措置の場合と同様ですが、賃金支払す
る場合の助成金制度が設けられておりますので、もしよろしければ、有効に
ご活用ください。
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また、事業主が措置を講じるに当たっては、医師等の指導事項の内容が事
業主に正確に伝達され、事業主において講ずべき措置の内容が明確にされる
ことが重要ですので、同指針において、事業主は医師等の指導内容を正確に
伝えるための「母性健康管理指導事項連絡カード」の利用に努めるものとさ
れており、女性労働者からこのカードが提出された場合、事業主はカードの
記載内容に応じた適切な措置を講じることが義務となっています。
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この母性健康管理指導事項連絡カードの様式については、同指針の改正に
より、令和3年7月1日に、現在の様式に変更されております。

医師等の指導に基づく必要な措置の実施に当たり、女性労働者が本母健
カードを事業主に提出することが、事業主における措置実施のための必須の
要件とはされていないことから、もしまだ古い様式をお使いの場合において
も、事業主において必要な措置を講じなければならないという、法的な効果
に影響を及ぼすものではありませんが、古い様式をご利用の女性労働者に対
しては、今後は新様式をご利用いただけるよう、事業主から案内する等のご
対応をお願いします。
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次に妊娠・出産等、育児・介護休業等を理由とする不利益取扱いの禁止等について説
明します。

男女雇用機会均等法9条により、妊娠・出産等を理由として女性に不利益な取扱いを行
うことが禁止され、育児・介護休業法10条、16条等により育児・介護休業等を理由とし
て労働者に不利益な取扱いを行うことが禁止されています。
なお、法に基づく省令・指針において、不利益取扱い禁止の対象となる事由・制度と、

禁止される不利益取扱の例が示されており、具体的な内容は資料のとおりです。

この省令・指針によると、例えば、母性健康管理措置の利用や労基法に基づく軽易業
務転換により、軽易な業務に転換したことを理由として、期間を定めて雇用する労働者
の契約更新を行わないことや、妊娠に起因する症状により労働能率が低下したことを理
由に賞与において不利益な算定を行うことが禁止されるということになります。
なお、ここでいう賞与における不利益な算定とは、賞与支給額の算定に当たり労働能

率の低下を考慮の対象とする場合において、同程度労働能率が低下した疾病等と比較し
て、妊娠・出産等による労働能率の低下について、より不利に取り扱うことを言います。

また、不利益取扱いには該当しない場合であっても、均等法11条の3、育介法25条に
より、妊娠・出産等や育児・介護休業等に関して、同僚や上司等が労働者の就業環境を
害するような言動を行うことは、ハラスメントとして、事業主において防止対策を講じ
なければならないものとなっています。

これら不利益取扱いやハラスメントが職場で生じることのないよう、事業主様におか
れましては、今一度法令の内容をご確認いただき、万全の対応をいただきますようお願
い申し上げます。
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